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地方自治体と正看護師の準備が整えば
それはもうすぐであってほしいところだが
スウェーデンの労働市場は, 2010 年 4 月
に失効する 3年間の賃金協約の規制を受けるこ
とになり, 500 の全国的な団体協約が 300 万人











る SN (Svensk Naringsliv, スウェーデン企業

































で, 組合と経営者団体の両方は, 政府と EUを
スウェーデンの労使関係に干渉させないように,
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要であった｡ 教員側は, 近年, 他のすべての業
務分野の被雇用者が享受してきた実際の賃金増
額の期間に, 自分たちが取り残されてきたと感






















整がどうなるかは, 3 つの労働組合連盟 LO,











とになり, 2 人の労働組合エコノミスト Gsta
Rehn と Rudolf Meidner により 1952 年の LO
議会で始められたスウェーデンの社会政治的モ
デル (｢労働組合と完全雇用 (Trade unions




























































































































institutet (KI) は, 最近の賃金決定構造レポー
トで, 合意された 3 年間に 10.2％の賃金増額
には程遠く, 代わりに, 経済の総賃金は, 2007
年から 2009 年には年間 4.6％, 過去 3 年間の
数値に加えて年間およそ 1％上昇することが見




KI は間違っているかもしれない｡ KI にこの
本質を予想する英知があるかを問うことはでき




Mediation Institute が, KI の賃金上昇予想を
修正して, 年間 3.4％の数字を出したが, それ
はまさに 3年協約が示す数字である｡ 労働市場
全体のパターンを協議する 7つの製造業の組合
も, 政府 KI の意見には賛同しない｡ 最近のレ




















際には, ドイツの賃金, 賃金交渉, 賃金増額も






























ンを設定することとなった｡ 2007 年には, こ
の場合もやはり, 商業目的の経営者の組織
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Svensk Handel と小売業の組合 Handels が,
いったん 3 年間で 10.2％のパターンが設定さ
れていたのに, 先走って, 2007 年から 2010 年








は, SN が政府の ｢調停機関｣ から確固とした
支援を受けていても, 大成功している企業の熱
心な経営者が金属産業の前に協定を結ぶことを




















ドが 2009 年末に始まる前に, 賃金決定構造プ
ロセスについて熟考し話し合うためには, 現在
では 2年の年月がある｡ ほとんどの全国的な協

















覚悟をしている｡ 2006 年に組合は, 社会民主
























しかし, 共同決定の機会 (労働者参加) が増
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すかどうかは, 職場の組合の力によるものであっ
たし, 今でもそうである｡ 1970 年代以降長年
をかけて, 経営者は新しい法律と共存すること
を学び, 例えば, 取締役会での労働者の少数代


























































1950 年代から 1970 年代には, たとえ賃金増
額が低賃金産業の企業を倒産に追い込んだとし
ても, ブルーカラーの連合である LOと経営者
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う｡ 実際に, 主にサービス業の女性, 新しく来
た移民, 多数のパートタイム労働者からなる底
辺層が生み出されているのだ｡
また, LO と PTK を新しい基本協約に関す
る協議に招いて, SN (Svenskt Naringsliv,
ウェーデン企業連盟) は, その要求を提示した｡
対立を解決するルールの変更と雇用保障の改正


















さらに, SN によれば, 年功序列制を厳密に
規制する雇用保障法 LAS は, 雇用と解雇に関
して, 企業を経営する経営者の権利を著しく侵
害している｡ LO と PTK のどちらも, 基本協
約を改正することを目的として SNに応じるこ




























































ン企業連盟 (SN), 地方自治体, 賃金決定構造
プロセスを先導するはずの中央省庁の交渉団体
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【付記】














訳者は, 2003 年以来, スウェーデンの労働
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